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日仏の学校教育における
政教分離の展開と今日的傾向
日仏比較考察から見えてくるもの
石堂常世
Differentdevelopmentof“1alcit6”
ofJapan－Franceschooleducationandtheirnewdirection
－whatmakesevidentthecomparisonoftwonations－
はじめに日仏の共通項としての教育的政教分離
国家の管轄下にある公立学校は、日本においてもフランスにおいても
「政教分離」の原則に従うことが法令上定められている。日本の場合、宗
教の取り扱いの問題は、戦前と戦後では微妙に異なっているが、ここで戦
後に限っていうならば、法制的にはフランスの規定内容と類似していると
みることもできる。この点、ドイツやイギリスの学校教育における宗教教
育の位置づけとは対照的である（1）。日本とフランスに共通しているのは、
先ず「信教の自由」を保障していること、合わせて「政教分離」の原則を
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規定し、宗教と国政の分離から、国および公共機関に対し宗教教育その他
いかなる宗教活動をも禁止していることである。
本論においては、学校教育のあり方について対角関係にあり、似て非な
る特質を保持している日仏の学校教育に於ける政教分離原則の展開の基本
的相違について言及した後に、それらの相違にもかかわらず、今日、学校
教育の危機という事態を共通して抱える両国が、宗教的情操性の酒養とい
う時代的要請に直面して、意外にも類似した方向性を指向し始めているこ
とを示したい。次に、しかしながらまた、その共通項も、哲学的論及やラ
ディカルな究明の有無という点では、成人と子どもの差異にも比すべき相
違を生じせしめつつあること、その論旨の構築の成否は、学校教育と宗教
の問題という次元を超えて国政の将来をも決定しうるテーマになるこξを
示唆しようとするものである。
1．学校教育の哲学としての政教分離の原則の確定化
先ず、日本の場合、「日本国憲法」（昭和21年11月3日公布）第二十条は、
「信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、
国から特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。2何人も、
宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。3
国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない」
と規定する。次いで「教育基本法」（昭和22年3月31日公布）第九条は、
「宗教に関する寛容の態度及び宗教の社会生活における地位は、教育上こ
れを尊重しなければならない。2国及び地方公共団体が設置する学校は、
特定の宗教のための宗教教育その他宗教活動をしてはならない」と規定し
ている。
近代フランスにおける「信教の自由」の保障に関しては、フランス革命
期の「人間と市民の権利の宣言」（人権宣言）（1789）の第X条を挙げるこ
とができる。その後に続くナポレオン帝政期がら王政復古期を通し、教会
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は「宗教の自由」の名の下に政権との連携を復活させ、1850年3月15日の
法、rファルー法」LaloiFallouxにおいては、r学校教育の自由」の宣揚
の下に、公立学校管理の権限を聖職者に再託した。1860年代においても教
権の勢力は揺るぐことなく、両者の癒着は続いたが、1880年代に入るや、
病院の職員を聖職者以外の者に変えていくなど、社会のいくつかの領域で
聖職者の独占に停止をかけるr非宗教化」lalcisationの法的措置がとられ
るようになってきた。その背景の奥には、自然科学の発達や日常生活の都
市化や人口の変動などの要因がある。1870年代の初期から、すでに「非宗
教性」を意味する「ライシテ」1afcit6という用語がフランスの新聞に見ら
れるようになった。その形容詞rライック」1alque（聖職者ではない、世
俗の）は中世期に生まれたもので、聖職に就かない俗人をさしたが、世俗
権力を代表する王権が、時として教会権力に対抗するようになり、ローマ
からの国政の独立というかたちで、政教分離がゆっくりと展開していっ
た（2）「ライシテ」が「非宗教性」という意味をもつ名詞としてフランス共
和国の存立にかかわる価値となっていくのは19世紀の後半である（3）。「ラ
イシテ」は、19世紀後半のフランス社会を揺すぶり続けた教権主義との闘
いを通して、同時に教権から公立学校を奪還しようとした長きにわたる教
育闘争を通して、第三共和国の基幹理念そのものとなった。かくして、フ
ランス語の「ライシテ」lalcit6には、「信教の自由」lalibert6defoi（良
心の自由1alibert6deconscienceという場合もある）の保障と同時に、
「国家の宗教上の中立」という概念が包摂されているのである（4）。
この国家的世俗化1aicisationの実現は、教権主義者たちおよびそれと一
体であった王党派との熾烈にして紆余曲折的論争を闘ったレオン・ガンベッ
タを筆頭とし、ジュール・シモン、ポール・ベール、ジュール・フェリー
等の功績に拠るものである。かくして第三共和政が進行するにつれ、国家
および公的役務はことごとくr非宗派的」でなければならないとなってい
くが、とりわけ学校教育については、国家の管轄にある限り、「非宗教的」
でなければならないという国民的コンセンサが形成されるに至った（5）。
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1882年3月28日の「フェリー法」は、公立学校の教師が聖職者であること
を禁じ、1886年10月30日の「ゴブレ法」は、宗教・宗派について公立学校
は厳正に中立性を遵守することを規定した。公立学校の宗教からの分離で
最後まで論点となったのは、それまで聖職者が担っていた「道徳教育」で
ある。ジュール・フェリーが小学校教師たちに送った1883年11月27日付け
のr書簡」には、世俗的な道徳教育の哲学は、rわれらの祖先から受け継
いできたあの古き良き道徳」のことに他ならないこと、それはまた万人に
「共通の道徳」であり、人間の叡智そのものである、と説いている（6）。フェ
リーのこの言明は、今日に至るまで、フランスの小中学校ならびに高校に
おける市民性育成教育の原理となっている。その後、「1905年12月9日の
法律」は、政教分離を宣言し、以後、フランス社会の諸制度は国家によっ
て保障される限り、宗教権力から離脱する特質を有するに至った。
19世紀の後半における西洋先進諸国は、そして遅れては日本も、国民教
育制度の確立期に入っていくが、フランスの学校、「共和国の学校」は、
この世界的な義務教育普及期と軌を一にして、「共和国の市民」育成の場
としての理念構成を成し遂げた。無償にしてライックな学校教育を規定し
た「1946年10月27日の憲法」（第四共和国憲法）の前文、「ライックで民主
的で社会的な、不可分の共和国」とフランスを規定した「1958年10月4日
の憲法」（第五共和国憲法）の第2条は、共に今日も踏襲されている国憲
上の規定である。
「ライシテ」の確立史から判明するように、西欧諸国の中でも例外的と
いわれるほど政教分離の原則を死守するフランス共和国の市民は、日本人
の想像を超える意味理解の厳密性と適法性の妥当性の吟味検証を追及して
やまない。2004年のr宗教シンボル禁止法」制定はその例である。
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2．日本における「信教の自由」の法制化と日本的脆弱さ
前節において、フランスと日本の政教分離の制定化には類似性がみられ
ると記したが、然るに一方、時代を遡って事実を追うに、「信教の自由」
そして政治と宗教の混渚の忌避に関する日本人の見解には、根本的にフラ
ンスのあり方とは似て非なる政治哲学的曖昧さが残存していると認識しな
ければならない。そのことに関しては、日本の場合、近代国家の建設に関
して「外圧」という独特の追い風が吹き、それが内的熟成を待つことのな
い即成栽培的法制定に走り着かせる結果となったという点に注目したい。
「信教の自由」の保障や「政教分離」の原則規定は、日本において比較的
早くからみられたのであるが、法制時の徹底した論議・論及は未了のまま、
曖昧さを下地にした法制化に終わったということである。表面的には整備
はしたが、形式のみの整備という歴史的短絡性は、近代国家の市民として
の道徳観の醸成に関する日本人の修復困難な失敗ともいうべき教育的課題
と軌を一にしている。すなわち、日本国家は、法制的には、r政教分離」
と「学校教育の宗教的中立」に関する規定を早くから成し遂げた、という
事実認識が可能である。だが、それは、外圧による法制化であったといわ
なければならない。自主的に論理構造を展開蓄積させて、日本人の子ども
たちの学校教育から宗教の影響を外そうと結論づけたのではない。
まず「信教の自由」の制定化について触れよう。明治政府は、慶応3
（1867）年12月の王政復古の号令とともに発足したが、翌明治元年（1868）
年、神祇科を再興して祭政一致の制度を復活させようとし、神社の祭祀を
整備し、敬神崇祖をもって新国家行政の基盤にしようとした。それゆえ廃
仏棄却をはじめとする神道国教政策をとり、旧幕以上の熱意でキリスト教
禁圧の方策を進めていった。特に長崎のキリシタン検挙は厳しく、明治3
年の長崎県甲第7号報告書によると、流罪刑は19藩2，995名にあがったと
されでいる（7）。イギリス公使パークス、フランス公使ウトレー、アメリカ
弁理公使、ドイツの公使らの申し入れがなされたにもかかわらず、明治3
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年には、金沢藩や富山藩等々においても配流信徒の拷問教諭が厳しく行わ
れ、棄教の強要、重労働、拷問が行われ、家族の離散も断行されていたと
記されている。こうした配流信徒の拷問問題は諸外国の新聞にとりあげら
れて問題化するところとなり、イギリス代理行使アダムスは、この虐待事
件について外交官による実地調査の申し入れを行う一方、本件を条約改正
問題への外交政策に利用しようとした。明治4（1871）年、岩倉具視を全
権大使とする一行が安政不平等条約改訂の下馴らしのため欧州に向かった
折、アメリカ及びヨーロッパ主要国から日本政府のキリスト教徒迫害が強
く非難されるところとなり、条約改正へ応じることの困難さを突きつけら
れ、キリスト教を禁令している限り、条約改正には応ぜずと抗弁され、改
正の前提条件として日本における信教の自由の法制化を促されたのであっ
た（8）。一方、国内外でも、福沢諭吉や中村正直そして森有礼といった知識
人らの主張が活発化し、明治6（1873）年2月に、政府は遂に「太政官布
告」をもって切支丹禁令の高札を撤去するに至った。実に秀吉の伴天連追
放礼から286年目のことである。これにより、日本における信教の自由が
黙認されることになり、法令的に一歩を踏み出したのではあるが、この変
化は民衆の意識革命としてではなく、外国からの政治的取引というプレッ
シャーから帰結したという事実に留意しなければならない。
もとより、この措置と前後して、明治5（1872）年に教部省が設置され
るや、森有礼のr日本宗教自由論」（英文）の主張にもかかわらず、神道
国教政策が巧妙な組織をもって実施に移されることになった。これよりは
るか下った明治22（1889）年に至り、明治政府は「大日本帝国憲法」を発
布し、第二八条において、「日本臣民ハ安寧秩序ヲ妨ケス及臣民タル義務
二背カサル限リニ於テ信教ノ自由ヲ有ス」と規定した。「安寧秩序ヲ妨ケ
ス及臣民タル義務二背カサル限リニ於テ」という条件付きであったという
制約に加えて注目すべきは、信教の自由の保障は得られたものの、日本に
おける「信教の自由」は、実質的には、祭政一致、そしてく祭祀・政治・
教育＞一致の政策下で保障されたという事実である。祭政一致は、「大日
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本帝国憲法」発布の翌年、すなわち明治23（1890）年に換発された「教育
勅語」の取り扱いとその実施要綱を示した「小学校式日大祭日儀式規定」
（明治24年）により、さらに強化されるところとなり、憲法で保障された
「信教ノ自由ヲ有ス」は骨を抜かれる結果となっていった点は言をまたな
い。
しかるに、この祭政一致の教育政策は、神道のみを政治と一体化したの
であり、神道以外の宗教一般については、それらを学校教育の枠外に置こ
うとした。これに関する措置は、明治32（1899）年の文部省訓令第十二号
であり、「一般ノ教育ヲ宗教ノ外二特立セシムル件」が発令され、公立学
校の課程において国家神道以外の「宗教的教育を施すこと及び宗教上の儀
式を行うことが厳禁された」のであった。しかるに情操面の欠陥は多くの
教育者の反省するところであり、文部省は昭和7年に至り、明治32年の上
記訓令について、「学校二於ケル道徳教育ノ徹底ヲ期スルハ宗教的ノ信念
又ハ情操ノ酒養ヲ図ルノ必要ナルコトニ関シ指示ノ次第モ有之議二付
キ…」（9）と述べ、宗教的情操教育の定義もないままに、知識教育には限界
があり観念に流れるが、宗教的情操教育は人間の内面や、人間の全体を調
和的にとらえることができるのだという論法を連ねて、宗教的情操教育の
推奨に走ったのである。この場合、r宗教的情操教育」はr宗教教育」で
はないという言い分を伴奏させてはいるが、フランスの法制主義の徹底化
と比較するならば、日本の政教分離は多くの点で不徹底際まる施行の軌跡
を歩んだといえよう。rザル法」であったといわなければならない。
確かに、日本のライシテ化は早かったといえる。しかし、問題の第1は、
法制化と実態の乖離である。第2の問題点は、敗戦後に連合国軍総司令部
の対日宗教政策によって、信教の自由、政教分離、軍国主義または極端な
国家主義的思想の除去という三大原則が提示されるまで、この乖離の修正
を自らなすことなく経緯した点である。第3に、世俗主義を原則とする学
校教育に、宗教的情操の酒養という要請を論理的整理の未着のまま伴奏せ
しめてしまったという点である。これらは、日本の近代化の受動性といえ
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る問題であると同時に、今後においても跡を引く未解決の課題である。
3．宗教的情操の洒養に対する日本特有の曖昧性
日本の場合のように法制化に規定された形式的意味の「政教分離」であ
れ、フランスのように法制化を実践し常にその適正さを吟味し続ける究明
価値として位置づけられる「政教分離」であれ、その共有するところの原
則を前提とした上で、「宗教的情操の酒養」の問題を日仏ではどうとらえ
ているかという問題について節を改めて触れておきたい。前節で示したよ
うに、日本人は、「宗教教育」を学校から明快に排除している。しかしな
がら、r宗教的情操」を育むことについては、その意義と実践を否定する
ことはなかった。この微妙な日本型接合関係を、論理以前の領域で活かし
めていくのか、論理によって認知したうえで実践化していくのかで、学校
教育のその後の展開は違ってきたはずである。振り子の振り方では、今後
の学校教育の方向と子どもたちの生活態度までもが変わってくるであろう。
先ず、戦前のr大日本帝国憲法」下で注目すべき規定は、昭和7年の文
部省訓令に続く、昭和10年11月28日の文部次官通牒「宗教的情操ノ酒養二
関スル留意事項」である。ここにおいて、学校では宗教教育は許さざるも、
宗教的情操を酒養して人格の陶冶に資するためには、r教育勅語に矛盾し
ない限り」進んでこれを行うべしとされた。この文部次官通牒は、大正時
代の欧米教育思想の摂取の影響と、反面、反国家的思想統制のためであっ
たとも解釈されている（10）。しかし注視すべきは、この段階において、宗教
性という人間の内面に関わる領域の問題が、欧米思想に負けまいとする見
返りや労働運動・社会運動に関連する特定思想排除の論理という政治的構
造関係から推奨されている点である。もとより、宗教的情操というものは、
そうした意図とは無関係なもの、そうした恣意性を超越した次元のことが
らであり、また、フランスでは「良心の自由」と宗教的教養は不可分のも
のと解釈されるのであるが、当時の日本の「宗教的情操」への言及はあく
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まで政治的意図から出されたものであった。
では戦後であるが、戦後の宗教的情操の酒養の問題については、「教育
基本法」の制定に当たり、その基盤となったr教育基本法案要綱案」の内
容から吟味する必要がある。ここでは詳細な論述はできないが、教育基本
法の文面推敲に当たり、r宗教的教養の酒養」とr特定の宗派的教育及び
活動」との問の意味の差異が曖昧であり、あたかも、特定の宗派的教育及
び活動が宗教的情操の一部であるかのごとき感を国民に抱かせないように
と、第二項を別記したのだ、ということも記録に残されている（11）。
いずれにせよ、昭和21年の8月15日の帝国議会衆議院本会議において、
「宗教的情操教育に関する決議」の案件が政党を問わず絶対多数で可決さ
れた事実は、日本人における宗教的感情の共通認識を示唆するものであろ
う。教育刷新委員会は、基本法制定後の仕事として、各条項の教育実践上
の諸問題を吟味し、その適正な法理念の定着を目したが、第九条の「宗教
教育」の条項に関しては、第十三特別委員会（主査：羽渓了締）が受け持
ち、昭和23年9月まで14回にわたる宗教教育論議を展開した。そこに一貫
して流れているのは、公立学校における敬虞なる宗教情操の教育、宗教的
欲求の啓培、宗教現象に関する知的理解の徹底、そして最終回には、宗教
への軽蔑の念育成の禁止に関する強いコンセンサスである（12）。本特別委員
会の委員たちは、人間の無力、限界、「人間以上の大きな力、無限の力、
絶対者」、そういうものへ情感を、特定の宗教に立脚しないで養うという
ことがいかに大切かで一致し、いかにしたらそれは可能かという具体化の
段階で、堂々巡りにも似た長い論議を交わし続けている（13）。
宗教的情操性の酒養に対する日本人の「隠された」強い渇望は、昭和33
（1958）年のr道徳」の時間特設に当たって、r自然を愛し、美しいものに
あこがれ、人間の力を超えたものを感じとることのできる心情を養うこと」
と表出され、次いで、昭和41（1966）年の中央教育審議会答申r後期中等
教育の拡充整備について」に含められた「期待される人間像」の中におい
ても正面から取り上げられ、生命の根源に対する「畏敬の念をもつこと」
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の言辞となった。r畏敬の念」もまた、特定の宗教的教義との接点におい
て微妙な点がないわけではないが、当時の教育課程審議会の意見交換にお
いて、そのひとつの思想的拠点に、『ウイルヘルム・マイステルの修業時
代』に見られるゲーテの教養観の原点、すなわち「上に対する、下に対す
る、及び隣りに対する畏敬」という、生の肯定に裏打ちされた“die
Ehrfurcht”の理念が提唱されたことは、宗教的情操という真意に近づこ
うとするためには把握しておいてよい事実であろう。以後、「畏敬の念」
は日本の公立学校の「道徳の時間」のはぐくむべき価値一覧のなかで、
「生命の尊重」と並んで主要項目となっている。
日本において、戦後、学校教育が非宗教性を堅持することの規定をめぐ
り国民的関心が高まったのは、1995年のオウム真理教事件からであろう。
しかし、その当時に活性化したのは、「政教分離」再確認の論議ではなく、
政教分離の原則に立って、「宗教的中立性」の名の下にいつしか青少年を
宗教に対して無知な状態に至らせたという人間教育上の背任を問う意見、
ひいては「宗教」（厳密にいえば宗教性）を学校教育において無視し続け
てよいのかという宗教的情操教育推進論である。これは、「教育基本法」
第九条以降、日本の学校が触れようとしなかった課題の浮上であった（14）。
大観するに、日本の（公立の）学校教育は人間形成に関して「宗教心」
というものを払拭した教育観に立つことには躊躇があったといえる。それ
ゆえ、学校教育におけるr宗教的情操の酒養」に関しては、r教育基本法」
制定時、およびその直後の教育刷新委員会第十主特別委員会での論議をは
じめとして、あるいは昨今では、平成14（2002）年7月に文部科学省が編
纂した公立小・中学校用の「心のノート」に代弁されるように、「宗教的
情操」に関する教育的価値の推奨が欠かせないでいるのである。曖昧なま
まではあるが…（15）。
この状況は何を語るであろうか。第一に、戦後の日本の学校教育が宗教
教育を施してきたということではない。そうではなくして、近代的政教分
離の制定の下において「特定の」宗教教育、宗教活動は、これをしなかっ
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たにもかかわらず、宗教的情操を子どもたちに何とかして育みたい、否、
育まねばならないという教育的願望を放棄することはなかったということ
である。それならば、日本の学校教育では宗教的感性の育成が成功してき
たか、という問題であるが、戦後における学校教育は、フランスと同様、
宗教に対しては忠実にr中立」を保ち、それゆえ宗教に触れることを拒ん
できたというのが現実である。その極端な段階での弊害が、宗教に対する
無知ゆえの青年たちにおける特定宗教への魅了化ともいうべき実態であり、
これが社会を揺るがした事件と浅からぬ関係があることは周知の通りであ
る。「ライシテ」の原則が現代に生きる人間を知的に強靭にするに貢献が
あったといえるのは、フランスについてのみ言えることであり、日本につ
いては、論外であろう。
4．フランスの学校教育と宗教的情操性の課題
日本においては、政教分離の法制化と同時に、国公立の学校で宗教的情
操教育を行うべしという論理が影武者のごとく存続し、時には正面切った
かたちでの提言となってあらわれてきた。戦後においては、いずれにして
も、「教育基本法」第九条第二項を睨みながらの提言である。しかし、20
世紀を越えた現在、宗教について何らかのことを子どもたちに教えるべき
であるという見解は大きくなってきている。最近では、子どもたちや青少
年にみられる人間至上主義的発育から帰結した檸猛さへの対策として、た
とえば「キレル」子どもたちの発生の予防として、あるいは犯罪の低年齢
化への防波堤として、宗教的情操教育の意義が叫ばれ、感性の育成につな
がるといった主張も一般化しつつある。「教育基本法」の改正論の一論拠
として、とくに与党関係者から賛同が出ている論拠も看過できない（16）。
フランスの場合は、rライシテ」の原則の国威をかけた遵守のゆえに、
宗教的情操の酒養の勧めについては、宗教家以外から遠慮がちに推奨・提
唱される以外、先年までは稀であった。しかるに、昨今、「ライシテを前
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提とした上で宗教的な内容に関わるべし」という勧告が政策路線の中に取
り込まれて、フランスのライシテの歴史にひとつの新しい鍬が入れられた
のである（17）。それは、2002年の2月にまとめあげた、メディオロジー（情
報記号論）の創始者、哲学者、作家、新教養論の提唱者であるレジス・デュ
ブレRegisDebrayによって、当時の国民教育大臣ジャック・ラングJack
langに提出された答申書rライックな学校において宗教的なものを教育す
ること」刀θ％Sθ㎏％吻6吻4％ヵ露zol頓θ観4σ％sl’6001εZα2す％である（18）。
この答申書の提言に接して新たに想起されるのは、ラングの次代の国民
教育大臣を務めた哲学者、ルック・フェリLecFenryが、1998年に、同じ
く哲学者のアンドレ・コント＝スポンヴィルAndr6Comte－Sponvilleと共
に、リレー執筆と対談形式でまとめたr現代人の知恵』Lα昭g6∬θ4εs
M∂吻窺εsで展開した思索である（19）。それは、物質至上主義に流れ切った
現代人への警告の書ともいえるもので、「ライシテ」の原則を尊重しつつ
も、究極においてrサクレ」（聖性）のもつ人間的ヒューマニズムの価値
に人間を目覚めさせ、「道徳面における宗教的なものの世俗的還元」の緊
要性（活性化というべきか）を説くメッセージである。
フランス共和国の「学校の危機」を「若者の病的症状」d6tressedans
lajeunesseという角度から見立てをするレジス・デュブレは、その病状
について、①宗教的背景を有する文化遺産への無知とそこからの断絶、そ
して過去の文化という鎖から断ち切られた人間性の悲惨さ、②宗教一般に
関する認識の無知という社会的貧困さ、及び、他の宗教への無関心や不寛
容、③無限に富とモノをむさぼり続けさせる商業ベースの哲学しか提示で
きない社会的不毛さ、を糾弾し、時代はまさに道徳的危機にあると診断す
る。かつて、文学、歴史、哲学、芸術といった古い伝統的教科が無言のう
ちに花開かせていた古典的ユマニテの凋落の破綻は、今のフランスにおい
て余りにも大きい。学校教育において「宗教的なもの」を教えることが急
務であるというデュブレは、もとより「宗教」を教授せよとは言っていな
い。原則は、厳正に「ライシテ」である（20）。
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デュブレの答申書は、2002年以来、フランス教育界の一種のバイブルと
なっている。2003年にはr宗教的なことがらの教育」というテーマの下に、
フランス全土に開かれた教育シンポジウムが開催され、このテーマは国民
的課題となった。ヴェルサイユ地方教育資料センターから本シンポジウム
の報告書も刊行されている。
彼の提言に対しては、「ライシテ」を大前提として、政界にも世論にも
大きな反論はなく、学校教育において宗教的・古典的・人間的な教養を深
めさせる方向で具体案が検討されている。この動向には、フランスの「ラ
イシテ」をめぐって、確かに何かが変容しつつあるということ、それは、
人類的な警告と結びついた教養の塗り替えを要請する教育改革を促し始め
ている、ということを教えてくれる。この教育の新展開のために、フラン
スの教員養成のカリキュラム改革と教師教育の刷新が開始される方向にあ
る。宗教科の教師を養成するのではなく、フランス語、歴史、音楽、芸術、
哲学等の、従来ある教科の内容の刷新と、教師の教育力の深化を実践化す
るかたちで展開させていくのである。日本においては、宗教的情操性の教
育のあり方をめぐって、もっと哲学的な論及や教師の教養の再検討が行わ
れてしかるべきであろう。
デュブレの答申書はまた、「情報」が権威を振るっている今日の社会を
反省し、「教育における権威」への回帰を説くところとなった。この現代
社会考察の深さに共鳴したヒィロン国民教育大臣は、荒れた教育現場への
抜本的対策として、1989年のジョスパン「教育基本法」を改訂することに
した。新教育基本法は、早ければ2005年の9月に、遅くとも2006年度中に
は施行されることになっている。ヒィロン国民教育大臣は、新教育基本法
の2大支柱として、教育における「権威の復興」とr良識の復帰」を掲げ
ているが、その傍らには教師の質の改善とカリキュラムの刷新が必然的に
伴うであろう。日本の宗教的情操性の概念には、こうした社会改革の闘争
性はなく、静態的な感性へのこだわりに傾斜するところがある。
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おわりに
物質文明が燗熟し、先端科学技術がわれわれの生活を取り巻いている今
日では、生命と死の認識が、子どもたちにはぐくむべきテーマとなってき
た。「生」と「死」の認識の先端にまた、宗教的情操の酒養という教育要
請がみえてきている。その限りにおいては、宗教的情操の戦後的解釈は、
日本人固有の嗜好性と曖昧な解釈を越えて、世界の青少年たちに通底する
意味を付加されなければならない時期にきているといえよう。他方、フラ
ンスの「ライシテ」については、1989年に発生したイスラム教徒の女子中
学生スカーフ問題が再燃し、2004年3月15日に「宗教シンボル禁止法」を
議会の圧倒的多数をもって制定、同年9月の新学期から施行したという厳
密さを指摘したい。（21）フランス共和国の価値理念の今日的再確認の法制化
にもかかわらず、他方ではフランス社会における異文化・多文化理解教育
の方向性は拡張されている。日本の宗教的情操教育も、その実において社
会性を強化し、国際的・人類的な場での適用をみるようになることがこれ
からの課題であろう。
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